
香川県特定給食施設等指導要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、健康増進法（平成１４年法律第１０３号。以下「法」という。）に基づく特

定給食施設等を的確に把握し、同法、同法施行規則（平成１５年厚生労働省令第８６号。以下

「規則」という。）及び香川県健康増進法施行細則（平成１５年規則第６７号。以下「細則」と

いう。）に基づき特定給食施設等に対し適切な指導を行うことにより、喫食者の栄養管理の実施

を確保するとともに県民の栄養状態の改善及び健康増進を図るために必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（実施担当者） 

第２条 給食施設指導の実施担当者は、法第１９条に規定する栄養指導員とする。 

 

（指導対象施設） 

第３条 指導対象施設は、次のとおりとする。 

一 特定給食施設 

法第２０条第１項に基づき規則第５条に定める施設。（以下「特定給食施設」という。） 

（特定かつ多数の者に対して、継続的に食事を供給する施設のうち、栄養管理が必要なもの

として継続的に１回１００食以上又は１日２５０食以上の食事を供給する施設。） 

二 その他の給食施設 

特定給食施設以外の施設であって、特定かつ多数の者に対して、継続的に食事を供給する

施設のうち、１回５０食以上又は１日１００食以上の食事を供給する施設並びに病院及び有

床診療所。（以下「その他の給食施設」という。） 

  

（指導対象施設の把握） 

第４条 特定給食施設は法第２０条及び細則第２条の定めるところによるものとする。 

２ その他の給食施設の設置者は、当該施設における給食の開始、変更、休止（廃止）及び再開

の状況について、次の各号に掲げる届出書を開始、変更、休止（廃止）及び再開の日から１月

以内に、施設の所在地を管轄する保健所長に提出するものとする。 

 一 給食施設設置届出書（第１号様式） 

 二 給食施設届出事項変更届出書（第２号様式） 

 三 給食施設事業休止（廃止）届出書（第３号様式） 

 四 給食施設事業再開届出書（第４号様式） 

 

（届出事項） 

第５条 特定給食施設の届出事項は規則第６条に定めるところによるものとする。 

２ その他の給食施設の届出事項は次のとおりとする。 

一 給食施設の名称及び所在地 

二 給食施設の設置者の氏名及び住所（法人にあっては、施設の設置者の名称、主たる事務所

の所在地及び代表者の氏名） 

三 給食施設の種類 

四 給食の開始日又は開始予定日 

五 １日の予定給食数及び各食ごとの予定給食数 

六 管理栄養士及び栄養士の員数 

 

（管理栄養士必置施設指定と指定取消） 

第６条 知事は、届出のあった特定給食施設について、規則第７条に規定する管理栄養士必置施

設と認められる場合は、管理栄養士必置施設指定通知書（第５号様式）により通知し、指定す



るものとする。 

２ 知事は、前項により指定した特定給食施設が、基準を満たさなくなった場合は、管理栄養士

必置施設指定取消通知書（第６号様式）により、速やかに指定を取り消すものとする。 

 

（台帳の整備） 

第７条 保健所に給食施設の設置者から提出された届出に基づき、給食施設台帳を整備するもの

とする。 

２ 県健康福祉総務課に、管理栄養士必置施設指定通知に基づき、管理栄養士必置施設台帳を整

備するものとする。 

 

（特定給食施設等における栄養管理の基準） 

第８条 特定給食施設の適切な栄養管理を行うための基準は規則第９条に定めるところによるも

のとする。 

２ その他の給食施設における栄養管理の基準についてもこれに準ずるものとする。 

  

（栄養管理状況の把握） 

第９条 保健所長は、第３条に定める指導対象施設の設置者もしくは管理者に対し、原則として

毎年６月中に実施した給食について、翌月２０日までに特定給食施設等栄養管理報告書の提出

を求め、適切な栄養管理のための指導を行うものとする。 

 

（指導・助言） 

第１０条 保健所長は、指導対象施設の設置者もしくは管理者に対し、法第１８条第１項第２号

及び法第２２条の規定により指導及び助言を行うものとする。 

 

（立入検査・勧告・命令） 

第１１条 保健所長は、法第２４条に基づき、特定給食施設に立入検査を行い、必要に応じて文

書指導を行い、改善結果の報告を求めるものとする。  

２ 保健所長は、法第２３条により、特定給食施設に対して勧告及び命令をすることができる。 

 

（指導計画） 

第１２条 栄養指導員は、指導目標を掲げ、次に掲げる各号に留意し、年間及び月間の指導計画

書を作成するなど、計画的に実施するものとする。 

 一 栄養管理上指導の必要性の高い給食施設に対して重点的に行うこと 

 二 計画的な個別指導を行うとともに、必要に応じて集団指導を行うこと 

 

（報告） 

第１３条 保健所長はその年度の給食施設に対する指導結果について、翌年度の４月３０日まで

に、県健康福祉総務課長あて報告を行うものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際、廃止前の香川県給食施設設置届出要綱の様式により、使用されてい

る書類は、この要綱によるものとみなす。 

３ 香川県給食施設設置届出要綱は、廃止する。 

  附 則 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ 改正前の要綱に定める様式による用紙は、当分の間、修正して使用することができる。 

 


